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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　連通した空隙を有し、空隙率が５～６０％である熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の前記空
隙に、スメクタイトを含有する、セメントまたは石膏の硬化物が充填されていることを特
徴とする複合成形体。
【請求項２】
　前記スメクタイトが、モンモリロナイトを含有することを特徴とする請求項１に記載の
複合成形体。
【請求項３】
　前記熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の空隙に前記セメントの硬化物が充填されていると共
に、前記熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の重量（Ｗ１）に対する、前記セメントの硬化物の
重量（Ｗ２）の比（Ｗ２／Ｗ１）が３以上であることを特徴とする請求項１または２に記
載の複合成形体。
【請求項４】
　前記熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の空隙に前記石膏の硬化物が充填されていると共に、
前記熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の重量（Ｗ１）に対する、前記石膏の硬化物の重量（Ｗ
３）の比（Ｗ３／Ｗ１）が３以上であることを特徴とする請求項１または２に記載の複合
成形体。
【請求項５】
　前記熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の密度が５～３０ｇ／Ｌであることを特徴とする請求



(2) JP 6393650 B2 2018.9.19

10

20

30

40

50

項１から４のいずれかに記載の複合成形体。
【請求項６】
　複合成形体の密度が１００～３００ｇ／Ｌであることを特徴とする請求項１から５のい
ずれかに記載の複合成形体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、断熱材や不燃建材等として有用な複合成形体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、複合成形体としては、外部と連通した空隙を有する熱可塑性樹脂発泡粒子成形体
とこの熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の空隙に充填された石膏とからなる複合成形体等が知
られている（特許文献１）。この複合成形体は、成形容易性、不燃性を備えているため、
断熱材や不燃建材としての利用が期待されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１２－２３６９１４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献１の複合成形体の場合、不燃性に優れ不燃建材として利用でき
るものの、さらに軽量な不燃建材が求められており、軽量性の観点からは課題を残すもの
であった。一方、特許文献１の複合成形体密度を低く抑え、軽量化しようとすると、発熱
量が大きくなって、不燃性を確保することが難しい場合があった。
【０００５】
　本発明は、以上のとおりの事情に鑑みてなされたものであり、優れた不燃性を有すると
ともに、成形体密度が低く抑えられた、不燃性と軽量性を併せ持つ複合成形体を提供する
ことを課題としている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の複合成形体は、連通した空隙を有し、空隙率が５～６０％である熱可塑性樹脂
発泡粒子成形体の前記空隙に、スメクタイトを含有する、セメントまたは石膏の硬化物が
充填されていることを特徴としている。
【０００７】
　この複合成形体では、スメクタイトが、モンモリロナイトを含有することが好ましい。
【０００９】
　この複合成形体では、前記熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の密度が５～３０ｇ／Ｌである
ことがさらに好ましい。
【００１０】
　この複合成形体では、前記熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の空隙に前記セメントの硬化物
が充填されていると共に、前記熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の重量（Ｗ１）に対する前記
セメントの重量（Ｗ２）の比（Ｗ２／Ｗ１）が３以上であることが一層好ましい。
【００１１】
　または、この複合成形体では、前記熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の空隙に前記石膏の硬
化物が充填されていると共に、前記熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の重量（Ｗ１）に対する
前記石膏の重量（Ｗ３）の比（Ｗ３／Ｗ１）が３以上であることが一層好ましい。
【００１２】
　この複合成形体では、複合成形体密度が８０～３００ｇ／Ｌであることがより一層好ま
しい。
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【発明の効果】
【００１３】
　本発明の複合成形体は、軽量性と、優れた不燃性を有する複合成形体である。したがっ
て、不燃性と軽量性を併せ持つ特性が要求される断熱材や不燃建材等として極めて好適な
ものである。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本発明の複合成形体は、連通した空隙を有し、空隙率が５～６０％である熱可塑性樹脂
発泡粒子成形体の空隙に、スメクタイトを含有するセメントの硬化物またはスメクタイト
を含有する石膏の硬化物が充填されている。
【００１５】
　熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の基材樹脂としては、例えば、ポリスチレン系樹脂、ポリ
エチレン，ポリプロピレン等のポリオレフィン系樹脂、ポリブチレンサクシネート、ポリ
エチレンテレフタレート、ポリ乳酸等のポリエステル系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、
オレフィン系樹脂核粒子にスチレン系単量体を含浸、重合して得られる複合樹脂などを挙
げることができるが、中でも、軽量性、耐水性、耐久性等の特性並びにコストの観点から
、ポリスチレン系樹脂、或いはポリオレフィン系樹脂を使用することが好ましく、特には
ポリスチレン系樹脂を使用することが好ましい。
【００１６】
　ポリスチレン系樹脂とは、スチレン系単量体を主成分とする樹脂であり、例えば、スチ
レン系単量体の重合体、又は、スチレン系単量体と該スチレン系単量体と共重合可能な単
量体との共重合体が挙げられる。上記ポリスチレン系樹脂１００質量％におけるスチレン
系単量体成分の含有量は、５０質量％以上であることが好ましく、より好ましくは６０質
量％以上であり、さらに好ましくは８０質量％である。
【００１７】
　スチレン系単量体としては、例えば、スチレン、α－メチルスチレン、ｏ－メチルスチ
レン、ｍ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、ビニルトルエン、ｐ－エチルスチレン
、２，４－ジメチルスチレン、ｐ－メトキシスチレン、ｐ－フェニルスチレン、ｐ－ｎ－
ブチルスチレン、ｐ－ｎ－ヘキシルスチレン、ｐ－オクチルスチレン、ｐ－ｔ－ブチルス
チレン、ｏ－クロロスチレン、ｍ－クロロスチレン、ｐ－クロロスチレン、２，４－ジク
ロロスチレン、２，４，６－トリブロモスチレン、スチレンスルホン酸、スチレンスルホ
ン酸ナトリウム等が挙げられる。
【００１８】
　スチレン系単量体以外の単量体としては、例えば、アクリル酸メチル、アクリル酸エチ
ル、アクリル酸プロピル、アクリル酸ブチル、アクリル酸－２－エチルヘキシル等のアク
リル酸の炭素数が１～１０のアルキルエステル；メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチ
ル、メタクリル酸プロピル、メタクリル酸ブチル、メタクリル酸－２－エチルヘキシル等
のメタクリル酸の炭素数が１～１０のアルキルエステル；アクリロニトリル、メタクリロ
ニトリル等のニトリル基含有不飽和化合物等や、ジビニルベンゼン等の架橋性単量体が挙
げられる。
【００１９】
　熱可塑性樹脂成形体の構成成分である熱可塑性樹脂発泡粒子としては、例えば、ポリス
チレン系樹脂等の熱可塑性樹脂を基材樹脂とし、発泡剤が含浸された発泡性樹脂粒子を発
泡させたもの等が好ましく用いられる。
【００２０】
　この発泡性樹脂粒子を得る方法としては、一般的な懸濁重合法や押出ペレット法等の公
知の方法により熱可塑性樹脂粒子を製造し、これに発泡剤を適宜含有させて発泡性樹脂粒
子とする方法が挙げられる。また、熱可塑性樹脂粒子に発泡剤を含有させる方法としては
、重合の途中または重合終了後に発泡剤を添加して含有させる方法、また、押出途中で発
泡剤を添加して含有させる方法等が挙げられる。該発泡性樹脂粒子には、さらに必要に応
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じて可塑剤、その他公知の種々の助剤を添加することもできる。発泡剤の添加量は、使用
する熱可塑性樹脂、発泡剤、助剤の種類によって異なるが、通常、熱可塑性樹脂１００重
量部に対して０．１～２．０重量部の割合で添加される。
【００２１】
　なお、発泡剤としては物理発泡剤が使用されるが、その中でも沸点が８０℃以下の揮発
性有機化合物が好ましい。沸点が８０℃以下の揮発性有機化合物としては、メタン、エタ
ン、プロパン、ｎ－ブタン、イソブタン、シクロブタン、ｎ－ペンタン、イソペンタン、
ネオペンタン、シクロペンタン、ｎ－ヘキサン、シクロヘキサンなどの飽和炭化水素化合
物、メタノール、エタノールなどの低級アルコール、ジメチルエーテル、ジエチルエーテ
ルなどのエーテル化合物などを用いることができる。これらの物理発泡剤は、単独で、又
は２種以上の混合物で用いることができる。
【００２２】
　また、熱可塑性樹脂発泡粒子の平均粒子径は０．５～４．５ｍｍであることが好ましい
。発泡粒子の粒子径が上記範囲内であれば、セメント又は石膏の硬化物の充填性が良好と
なり、十分な不燃性を有する複合成形体が得られる。このような観点から、熱可塑性樹脂
発泡粒子の平均粒子径は０．５～２．５ｍｍであることがより好ましい。
【００２３】
　本発明で用いる熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の空隙率は５～６０％である。発泡粒子成
形体が連通した空隙を有することにより、セメントまたは石膏の充填が容易となり、十分
な不燃性を有する複合成形体が得られる。発泡粒子成形体の空隙率が高すぎる場合には、
セメントまたは石膏が充填され易くなり、複合成形体中のセメント又は石膏の含有量が多
くなるために、軽量性が低下するおそれがある。一方、空隙率が低すぎる場合には、セメ
ントまたは石膏が空隙に充填されにくくなり、不燃性を有する複合成形体が得られにくく
なるおそれがある。このような観点から、本発明の熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の空隙率
は１５～５０％であり、好ましくは２０～４０％である。
【００２４】
　なお、熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の空隙率Ｙは、例えば次のような方法により求める
ことができる。
【００２５】
　温度２３℃、相対湿度５０％の環境下で２４時間以上放置した熱可塑性樹脂発泡粒子成
形体から直方体サンプルを切り出し、該サンプルの外形寸法より嵩体積Ｖａ［ｃｍ3］を
求める。次いで該サンプルを温度２３℃のエタノールの入ったメスシリンダー中に金網な
どの道具を使用して沈め、軽い振動等を加えることにより成形体中の空隙に存在している
空気を脱気する。そして、金網などの道具の体積を考慮して水位上昇分より読みとられる
該サンプルの真の体積Ｖｂ［ｃｍ3］を測定する。求められたサンプルの嵩体積Ｖａ［ｃ
ｍ3］と真の体積Ｖｂ［ｃｍ3］から、次式により空隙率Ｙ［％］を求めることができる。
【００２６】
　空隙率Ｙ［％］＝〔（Ｖａ－Ｖｂ）／Ｖａ〕×１００

　このような連通した空隙を有する熱可塑性樹脂発泡粒子成形体を得るための方法として
は、（ｉ）熱可塑性樹脂発泡粒子を金型内に充填し、充填時の発泡粒子間の空隙がなくな
らないように発泡粒子を加熱して発泡粒子同士の一部を互いに融着させることにより発泡
粒子間に連通した空隙を形成させる方法、（ii）貫通孔を有する熱可塑性樹脂発泡粒子を
金型内に充填し、加熱することにより発泡粒子同士を融着させ、前記貫通孔による連通し
た空隙を形成させる方法や、（iii）これらの方法を組み合わせることによって、粒子間
の空隙と貫通孔による空隙の両方を形成させる方法などが挙げられる。
【００２７】
　なお、ここでいう「連通」とは、発泡粒子成形体の内部の空隙の全てが連続して通じて
いるものに限定されるものではないが、発泡粒子成形体を構成する発泡粒子間に形成され
た空隙のうちの５０％以上が連続しているものが好ましく、８０％以上連続しているもの
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がより好ましく、９０％以上連続しているものがさらに好ましい。
【００２８】
　また、熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の密度は、５～３０ｇ／Ｌであることが好ましい。
前記密度が上記範囲内であれば、軽量性を有する複合成形体が得られやすくなるとともに
、断熱性にも優れたものとなる。上記観点から、該密度は８～２５ｇ／Ｌであることがよ
り好ましい。なお、熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の密度は、セメントまたは石膏を充填す
る前の発泡粒子成形体の重量を、発泡粒子成形体の外形寸法から求められた容積により割
り算し、さらに［ｇ／Ｌ］に単位換算することにより求めることができる。
【００２９】
　本発明の複合成形体は、このような熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の空隙に、スメクタイ
トを含有するセメントの硬化物、またはスメクタイトを含有する石膏の硬化物が充填され
ているものである。なお、スメクタイトを含有するセメントまたは石膏の硬化物は、必ず
しも熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の空隙の全てに充填されている必要はなく、空隙の一部
に充填されていてもよい。なお、セメントまたは石膏は、水などの分散媒に分散させた分
散液を発泡粒子成形体に含浸させてセメントまたは石膏を充填し、硬化させることにより
複合・固定化することができる。
【００３０】
　セメントとしては、各種の水硬性セメントを使用することができる。例えば、普通ポル
トランドセメント、中庸熱ポルトランドセメント、早強ポルトランドセメント、低硫酸塩
ポルトランドセメント、白色ポルトランドセメント等のポルトランドセメントや、水硬性
石灰、ローマン・セメント、天然セメント、アルミナセメント、高炉セメント、シリカセ
メント、膨張セメント、着色セメントなどを例示することができる。
【００３１】
　さらに、セメントの硬化物は、エトリンガイト（３ＣａＯ・Ａｌ2Ｏ3・３ＣａＳＯ4・
３２Ｈ2Ｏを含有することが好ましい。エトリンガイトは、セメント水和時にアルミネー
ト相（カルシウムアルミネート）とセメント成分が反応して生成される水和物であり、複
合成形体の発熱量を抑えるとともに強度を高めることができる。このようなセメントとし
ては、電気化学工業株式会社製　製品名コスミックなどが挙げられる。
【００３２】
　一方、石膏としては、例えば、二水石膏（ＣａＳＯ4・２Ｈ2Ｏ）、半水石膏（ＣａＳＯ

4・１／２Ｈ2Ｏ）、無水石膏（ＣａＳＯ4）が挙げられるが、なかでも、充填性の観点か
ら半水石膏（α型及びβ型を含む。）を好ましく例示することができる。
【００３３】
　複合成形体を構成するセメントまたは石膏の硬化物は、スメクタイトを含有する。スメ
クタイトは、ベントナイト、バイデライト、ノントロナイト、ヘクトライト、ソーコナイ
ト、スチブンサイト、サポナイトなどの粘土鉱物を好ましく例示することができる。スメ
クタイトを用いた場合には、複合成形体を形成する際、発泡粒子成形体にセメント又は石
膏を充填させ易くなるので、より軽量な複合成形体を得ることができる。なお、スメクタ
イトは、予め原料のセメントまたは石膏に含有されているものを用いてもよく、また、原
料のセメントまたは石膏の粉体に混合しても、セメントまたは石膏の分散液とした状態に
混合してもよい。したがって、複合成形体を構成するセメントまたは石膏の硬化物にはス
メクタイトが含有されることになる。上記観点からスメクタイトのなかでも、モンモリロ
ナイトまたはモンモリロナイトを主成分として含有する粘土鉱物が好ましい。
【００３４】
　モンモリロナイトを主成分として含有する粘土鉱物としては、ベントナイトが挙げられ
る。なお、ベントナイトは、シリカとアルミナとを主成分とする層状ケイ酸塩鉱物の１種
であるモンモリロナイトを主成分とするものであり、副成分として、石英、クリストバラ
イト、沸石、長石などを含むものである。
【００３５】
　モンモリロナイトは、膨潤性や増粘性、懸濁安定性に優れるので、セメントまたは石膏



(6) JP 6393650 B2 2018.9.19

10

20

30

40

50

を水に分散させる際に、熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の空隙への充填に適した分散液を形
成することが可能となる。すなわち、セメントまたは石膏を水に分散させる際に、セメン
トまたは石膏の濃度を低くしても、分散液の分散安定性に優れるので、発泡粒子成形体に
セメントまたは石膏の分散液を均一に含浸させ、発泡粒子成形体中にセメントまたは石膏
を均一に充填することが可能となる。
【００３６】
　また、セメントまたは石膏の分散液の分散安定性に優れるので、セメントまたは石膏が
硬化する際にも、セメントまたは石膏と水溶媒とが分離することがなく、発泡粒子成形体
の連通した空隙に充填されたセメントまたは石膏が均一な状態で硬化した複合成形体が得
られる。
【００３７】
　さらに、モンモリロナイトが配合されていることで、そのセメントまたは石膏の分散液
は、膨潤されて、気泡を巻き込んだホイップクリーム状の分散液が形成されやすくなる。
このような分散液を発泡粒子成形体に含浸した場合には、均一に気泡を巻き込んだ形でセ
メントまたは石膏が固化される。したがって、得られる複合成形体は、発泡粒子の気泡構
造による軽量化と、分散液に巻き込まれた気泡による軽量化によって、従来にない軽量な
複合成形体を形成することができる。また、均一に気泡を巻き込んだ形でセメントまたは
石膏が固化されるので、発熱量の低減にもつながると考えられる。
【００３８】
　なお、膨潤性や増粘性、懸濁安定性にさらに優れるという観点からは、上記の副成分の
含有量が少ない、モンモリロナイトを用いることが好ましい。このような精製モンモリロ
ナイトは、例えば、水簸などの工程により精製されたものとして得ることができる。
【００３９】
　このような精製モンモリロナイトとしては、クニミネ工業株式会社製　製品名クニピア
Ｇなどを挙げることができる。また、精製モンモリロナイトはガスバリア効果を有するの
で、複合成形体の燃焼時に発熱量を低減させる効果も有すると考えられる。
【００４０】
　以上の観点から、上記スメクタイトは、セメントまたは石膏１００重量部に対して、０
．１～１２重量部配合することが好ましく、０．２～１０重量部配合することが好ましい
。
【００４１】
　また、熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の空隙にセメントの硬化物が充填されている場合に
は、熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の重量（Ｗ１）に対するセメントの重量（Ｗ２）の比（
Ｗ２／Ｗ１）が３以上であることが好ましく、熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の空隙に石膏
の硬化物が充填されている場合には、熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の重量（Ｗ１）に対す
る石膏の重量（Ｗ３）の比（Ｗ３／Ｗ１）が３以上であることが好ましい。熱可塑性樹脂
発泡粒子成形体と、セメントまたは石膏の硬化物が上記の関係を有する場合には、熱可塑
性樹脂発泡粒子成形体の空隙へセメントまたは石膏を容易に均一に充填することができ、
軽量性と不燃性とに優れる複合成形体を得ることができる。上記観点から、該比は、５以
上が好ましく、１０以上がさらに好ましい。このような複合成形体は、上述のとおり、ス
メクタイトを含有するセメント又は石膏の分散液を原料として用いることにより得ること
ができ、セメント又は石膏の硬化物中にはスメクタイトが含有される。
【００４２】
　本発明の複合成形体は、密度が１００～３００ｇ／Ｌであることが好ましく、１０５～
２８０ｇ／Ｌであることがより好ましく、１１０～２５０ｇ／Ｌであることがさらに好ま
しく、１１５～１８０ｇ／Ｌであることがもっとも好ましい。複合成形体の密度が上記範
囲内であると、軽量性に優れた不燃材料として使用することができる。
【００４３】
　さらに、本発明の複合成形体は、建築基準法の新防火材料認定試験法ＩＳＯ５６６０に
おいて不燃判定とされるコーンカロリーメーター試験についても、加熱開始後２０分間の
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総発熱量が８ＭＪ／ｍ2以下に抑えられるものであることが好ましく、６ＭＪ／ｍ2以下で
あることがより好ましく、５ＭＪ／ｍ2以下であることがさらに好ましい。
【００４４】
　また、熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の連通した空隙の全体にわたって、セメントまたは
石膏の硬化物を形成させる具体的な方法は特に限定されないが、例えば、水が添加されて
適宜な粘度に調整されたセメントまたは石膏の分散液を、真空圧６００～７８０ｍｍＨｇ
で発泡粒子成形体の空隙内へと吸引することにより含浸させる方法などを例示することが
できる。また、セメントまたは石膏を水に分散させた分散液の、ＪＩＳ　Ｚ８８０３に準
拠した振動粘度計による粘度（２５℃）は、１０～５００ｍＰａ・ｓであることが好まし
く、１５～１００ｍＰａ・ｓであることがより好ましく、２０～６０ｍＰａ・ｓであるこ
とがさらに好ましい。このような粘度の分散液は、スメクタイトを配合することによって
得ることができる。
　また、底面に開口部を持つ型内に発泡粒子成形体を配置し、型内の空気圧を０．０３～
０．１０ＭＰａ（Ｇ）に高め、セメントまたは石膏の分散液を該発泡粒子成形体の空隙内
へ圧入する方法により得ることもできる。
【００４５】
　セメントまたは石膏を分散液として熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の空隙に充填する場合
には、該分散液は、気泡を巻き込んだホイップクリーム状のものとすることが好ましい。
この際、セメントまたは石膏の配合量（ａ）とスメクタイトの配合量（ｂ）の比（ａ／ｂ
）は、１０～４００であることが好ましく、１５～３００であることがさらに好ましい。
一方、セメントまたは石膏の配合量（ａ）と水の配合量（ｃ）との比（ａ／ｃ）は、０．
１～２であることが好ましく、０．２～１．５であることがより好ましく、０．３～１．
１であることがさらに好ましい。
【００４６】
　さらに、セメントまたは石膏の分散液に気泡を巻き込む方法としては、例えば、分散液
を混練する撹拌装置の撹拌子や撹拌羽根を気泡の発生しやすい形状としたり、分散液中に
空気連行剤（ＡＥ剤）を添加するなどの方法が挙げられる。
【００４７】
　なお、セメント、石膏の濃度、発泡粒子成形体への充填条件（圧力、時間）、さらには
発泡粒子成形体の密度、空隙率などを調整することにより、複合成形体の密度を調整する
ことができる。
【００４８】
　このようにして得られた複合成形体は、不燃性に優れ、発泡粒子成形体の軽量性と成形
容易性を備えつつ、熱伝導率も低く抑えられている。
【００４９】
　本発明の複合成形体は、以上の形態に限定されることはない。
【００５０】
　以下、本発明の複合成形体について、実施例とともにさらに詳しく説明する。
【実施例】
【００５１】
　以下、本発明の複合成形体の実施例について説明するが、本発明は、何らこれらの実施
例によって限定されるものではない。
【００５２】
　以下の実施例および比較例では、表１に示した材料を使用した。
【００５３】
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【表１】

【００５４】
　また、発熱量、熱伝導率および複合成形体密度は、以下の方法で算出した（以下、実施
例２～６、比較例１、２についても同様）。
（発熱量試験）
　複合成形体を１００×１００×５０ｍｍにカットし、新防火材料認定試験法ISO5660に
基づいてコーンカロリーメーター試験機（株式会社東洋精機社製「コーンカロリーメータ
ーＩＩＩ試験機」）で発熱量を測定した。なお、測定は、着火開始から２０分後の総発熱
量を測定した。
（熱伝導率）



(9) JP 6393650 B2 2018.9.19

10

20

30

40

50

　複合成形体から切り出した縦２００ｍｍ、横２００ｍｍ、厚み５０ｍｍの試験片につい
て、ＪＩＳ Ａ９５１１－４．７（１９９５年）の記載により、英弘精機株式会社製の熱
伝導率測定装置「オートΛ ＨＣ－７３型」を使用して、ＪＩＳ Ａ１４１２（１９９４年
）記載の平板熱流計法（熱流計２枚方式、平均温度２０℃）に基づいて測定した。
（複合成形体密度）
　複合成形体の密度は、複合成形体の重量を、複合成形体の外形寸法から求められた容積
により割り算し、さらに［ｇ／Ｌ］に単位換算することにより求めた。
【００５５】
　＜１＞実施例１
　発泡性ポリスチレン粒子（株式会社ジェイエスピー製：スチロポール）をバッチ式予備
発泡機（株式会社ダイセン工業製：ＤＹＨ８５０）にて発泡させ、ポリスチレン発泡粒子
を得た。このポリスチレン発泡粒子に対して流動パラフィンをポリスチレン発泡粒子１０
０重量部に対して１０重量部コーティングし、その後、ポリスチレン発泡粒子を２４時間
熟成させた。
【００５６】
　熟成したポリスチレン発泡粒子を成形機（株式会社ダイセン工業製：ＶＳ－５００）に
充填し、スチームにより加熱して、発泡粒子間に空隙を有する状態で発泡粒子同士を融着
させ、空隙率３３％、成形体密度１１ｇ／Ｌの、おこし状のポリスチレン発泡粒子成形体
を製造した。
【００５７】
　表１に示すセメント１を用い、このセメント紛体２２０ｇと水４４０ｇを容器に入れて
混合した。
【００５８】
　また、精製モンモリロナイト（クニミネ工業社製「クニピアＧ」）を水に溶かして作製
した４％水溶液２２０ｇを、前記容器に入れて混合して、表２の割合となるようにしてセ
メント分散液とした。
【００５９】
　続いて、セメントを含浸・充填させるための金型として、上面開口部２１１ｍｍ×２１
１ｍｍ、深さ５２ｍｍの空間を有し、底面に吸引孔を有する金型を用い、２１０ｍｍ×２
１０ｍｍ×５０ｍｍのサイズに切り出した発泡粒子成形体を該金型内に押し込んだ。この
時、熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の上下面には、それぞれガラス繊維ネット（厚み０．４
ｍｍ、坪量１４５ｇ／ｍ2）を敷き、さらに、下面にはポリエステル不織布（厚み０．２
４ｍｍ、坪量４０ｇ／ｍ2）を貼り付けた。その後、側面をシールして、表１に示したセ
メント分散液を発泡粒子成形体の上に注ぎ、底面側から真空圧７６０ｍｍＨｇで１０秒間
吸引することにより、セメントを発泡粒子成形体の空隙に含浸させた。その後、上面側に
下面と同様のポリエステル不織布を貼り付けた。このポリエステル不織布は、セメントが
外部に流出するのを抑制し、複合成形体の強度を高める目的で使用した。
【００６０】
　そして、セメントの含浸が終了した複合成形体を４０℃以下で乾燥した。表２に示すよ
うに、実施例１の複合成形体は、優れた不燃性を確保しつつ、成形体密度が低く抑えられ
ていることが確認された。
【００６１】
　＜２＞実施例２
　表２に示す条件を変更し、ベントナイトを添加した以外は、実施例１と同様にして複合
成形体を得た。表２に示すように、実施例２の複合成形体も、優れた不燃性を確保しつつ
、成形体密度が低く抑えられていることが確認された。
【００６２】
　＜３＞実施例３
　実施例１に対して、原料の配合量を変更した以外は、実施例１と同様にして複合成形体
を得た。表２に示すように、実施例３の複合成形体も、優れた不燃性を確保しつつ、成形
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【００６３】
　＜４＞実施例４
　原料として石膏を使用し、表２の条件とした以外は、実施例１と同様にして複合成形体
を得た。表２に示すように、実施例４の複合成形体も、優れた不燃性を確保しつつ、成形
体密度が低く抑えられていることが確認された。
【００６４】
　＜５＞実施例５
　実施例４に対して、石膏の添加量を変更し、表２に示す条件とした以外は、実施例４と
同様にして複合成形体を得た。実施例５の複合成形体についても、優れた不燃性を確保し
つつ、成形体密度が低く抑えられていることが確認された。
　＜６＞実施例６
　エトリンガイト非含有の原料を用いた以外は、実施例１と同様にして複合成形体を得た
。表２に示すように、実施例６の複合成形体も、優れた不燃性を確保しつつ、成形体密度
が低く抑えられていることが確認された。
　＜比較例１＞
　原料として、セメント２（一般セメント）を使用し、スメクタイトを添加しない以外は
、実施例１と同様にして複合成形体を得た。表２に示すように、得られた複合成形体は、
軽量性を満足するものではなかった。
　＜比較例２＞
　原料として、セメント２（一般セメント）を使用し、スメクタイトを使用しない以外は
、実施例１と同様にして複合成形体を得た。表２に示すように、得られた複合成形体は、
軽量性を満足するものではあったが、総発熱量が高く、不燃性に劣るものであった。
【００６５】
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【表２】

【００６６】
（実施例７）
　発泡粒子成形体については、実施例１と同様のものを使用し、表１に示すセメント１を
用い、このセメント紛体２０７ｇと水４５６ｇおよび空気連行剤（ＡＥ剤；グレースケミ
カルズ社製　「ＡＥＡ－Ｓ」）０．０８３gを容器に入れて混合した。セメント分散液と
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した４％水溶液２１９ｇを、前記容器に入れて混合して、表３の割合となるようにしたも
のを用いた。
　続いて、セメントを含浸・充填させるための金型として、上面開口部２１１ｍｍ×２１
１ｍｍ、深さ７５ｍｍの空間を有し、底面に通気孔を有する金型を用い、２１０ｍｍ×２
１０ｍｍ×５０ｍｍのサイズに切り出した発泡粒子成形体を該金型内に押し込んだ。この
時、熱可塑性樹脂発泡粒子成形体の上下面には、それぞれガラス繊維ネット（厚み０．４
ｍｍ、坪量１４５ｇ／ｍ2）を敷き、さらに、下面にはポリエステル不織布（厚み０．２
４ｍｍ、坪量４０ｇ／ｍ2）を貼り付けた。その後、セメント分散液を発泡粒子成形体の
上に注ぎ、最上面に下面と同様にポリエステル不織布を置き、さらに通気性の無いフィル
ムを配した後、金型を覆い気密性をもたせた蓋をかぶせた。分散液を覆うフィルムと蓋と
の間にできた空間に加圧空気を送り、型内の空気圧が０．０３～０．１ＭＰａ（Ｇ）とな
るようにして５秒間加圧することにより、セメントを発泡粒子成形体の空隙に含浸させた
。その後、型内の圧力を開放した。得られた複合成形体を４０℃以下で乾燥した。
【００６７】
【表３】



(13) JP 6393650 B2 2018.9.19

10

フロントページの続き

(56)参考文献  実開昭５５－００２９１０（ＪＰ，Ｕ）　　　
              特開昭４８－０５６２７４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開昭５８－００２２５９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００５－０７６２１４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開昭６２－０６６９０３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１２－２３６９１４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１１－０４２５５１（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｃ０８Ｊ　　　９／００－　９／４２
              Ｂ２９Ｃ　　４４／００－４４／６０；６７／２０
              Ｃ０８Ｋ　　　３／００－１３／０８
              Ｃ０８Ｌ　　　１／００－１０１／１４


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	overflow

